
事業の強化に貢献

知財による
競争優位性の確保

・IP ランドスケープの推進
・ノウハウ保護、模倣品対応等

知財リテラシーの向上
・研修体系の整備
・各種研修実施、OJT等

知財リスクへの
対応

・侵害予防調査
・契約対応、ルール整備等

共通基盤

攻め 守り

　当社グループは、事業の環境変化、目指す姿等に応じて攻守の視点から総合的に知財活動を行うことにより、事業を強化していき
ます（下図参照）。特に研究、製品開発で新たに創出した技術については、特許等の権利取得、ノウハウ管理を積極的に推進し、競争優
位性を確保します。また、他者の知的財産権を尊重し、新製品発売時には権利侵害がないよう調査・確認に努めるなど、知財リスクに
も適切に対応します。
　知財活動では、知的財産部が中核的な役割を担い、担当役員との円滑なコミュニケーションのもと関係部署、社外提携先と連携し
て各種取り組みを進めています。2025年度は、開発戦略と連携したIPランドスケープによる発明提案、鶴見研究所への知財担当者の
先行配置、事業部ニーズに応じた個別強化研修の試行などに取り組んでいます。

▶ 知的財産戦略

▶ 株主還元策（配当方針）
　株主還元の方針は、DOE5.0%以上、累進配当を基本方針とし、今後も安定的な配当を継続していきます。また配当および自己株式
取得を考慮した総還元性向は50%以上を基本としています。2026年3月期は、業績および財務状況を踏まえ、年間配当を1株当たり
164円としました。また、配当とのバランスを鑑みた自己株式の取得も実施しており、年間80億円の自己株式を取得したほか、発行済
株式総数の6.1%に当たる415万株の自己株式を消却しました。
　さらに、投資単位当たりの金額を引き下げ、より投資しやすい環境を整えるため、2026年4月1日付で1株につき3株の割合で株式分
割を実施しました。
　今後も上記の方針のもと、財務状況や業績等を総合的に勘案し、適切な株主還元を行っていきます。 ▶  P51・52参照

▶ 財務戦略
■ 資本効率の向上
　中期経営計画「しくみ・130」2ndステージ(2026年3月期～2027年3月期)の最終年度を迎え、引き続き資本効率の向上を意識した運営に
努めています。手元流動性の目安は1.5ヵ月～2.0ヵ月とします。自己資本比率は現状より高めない方針とし、政策保有株式については適
宜縮減を進め、次期中期経営計画終了時（2032年3月期）を目途に取引先企業との対話を通じて全量の売却に努めてまいります。
　また、セグメント別ROICおよびキャッシュコンバージョンサイクル(CCC)の運用を開始し、各事業の業績管理への組み込みを 
進めています。棚卸資産や売掛債権回転期間の圧縮などにより、キャッシュ創出力を高める取り組みを着実に進めてまいります。
■ キャピタル・アロケーション
　中期経営計画2ndステージ(2ヵ年)累計の資金使途については、従来の設備投資とは別に290億円の戦略投資枠を設け、未来志向の
投資を行っていく方針としております。株主還元については300億円とし、仮に戦略投資枠で未使用分が生じた場合には追加還元も
検討してまいります。（下図参照）
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2ndステージ累計：2026年3月期～2027年3月期の2ヵ年
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